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商品陳列館この一・年
1994年度の活動記録
伊　能　秀　明
はじめに一一基本的活動方針一
　21世紀の到来をまじかに控え、生活水準の向上や長寿社会の本格化を背景に、余暇活用
や生涯学習への関心が高まっている。国民的な生涯学習機運の高まりの中で、本学は、そ
の学問的蓄積を社会に還元する「開かれた大学」を目指して、さまざまな構想を推進して
いる。
　大学博物館は、社会と大学を結ぶ接点に位置する社会教育機関である。明治大学商品陳
列館は、昭和26（1951）年4月商業教育・産業教育の育成、および商品に関する実践的知
識の普及に資することを目的として設立された。創立後43年を経た現在は、刑事博物館・
考古学博物館と同様に、明治大学学則第64条ならびに明治大学博物館規程第5条の規定に
基づき、種々の博物館事業を展開している。基本的な活動方針は、資料を集めて生かし（収
集保存）、調べ（調査研究）、広める（教育普及）という博物館の3大機能を伸長させ、一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　層の大学開放を促進することである。そこで、
地域と伝統工芸
　　～容池に伝わる多窮な荻法～
1994年度の活動状況について機能別に概略を
周知するとともに、今後の事業展開に資した
いと考える。
1．教育普及
1．企画展「地域と伝統工芸一各地に伝わ
る多彩な技法一」の開催
　伝統的工芸品は、地域・集団あるいは社会
において、実用品として機能性・美的装飾性
を加味して作製されたもので、歴史性を持ち、
世代を越えて受け継がれた文化的遺産である。
この企画展は、館蔵の伝統的工芸品の展示に
よって、各地域に産する工芸品を紹介すると
ともに、それらの綜合により、日本の伝統工
芸の一端を見（観）ていただく機会を提供す
ることを趣旨とする。ただし展示の構成は、
展示環境の所与の条件および資料のあり方
（収集状況）に制約される。すなわち、主な館
蔵の伝統的工芸品は、陶器・磁器・漆器・竹
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木製品・和紙製品等である。ゆえに、展示はこれらの有機的な関連により構成することと
し、便宜上、次の2筋のシナリオを考案した。第1に、モノ（工芸品）により、地域性の
表現を試みた。ここに、陶器・磁器・漆器を活用した。第2に、モノ　（工芸品）が地域を
代表する場合に着眼し、個性的・代表的工芸品で展示にアクセントを加えるよう工夫した。
さらに、第1、第2のシナリオを適宜に組み合わせ、変化を演出した。動線は、日本列島
の北から南へと設定し、東北・関東・中部・近畿・中国・四国・九州そして沖縄の地域順
に配列し、これを大分類とした。さらに各地域内を県単位に分け、これを小分類とした。
こうして、漆器・陶磁器をはじめとする、さまざまな伝統的工芸品およそ240点を、下記
の9つの小テーマのもとに展示公開した。
　　暮らしの中の工芸品
　　漆　器
　　囲碁・将棋
　　ガラス製品
　　文房具
展示状況図
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　　染色・織物
　　玩　具
　　鉄器・銅器
　　陶磁器
　会期は、1994年11月3日～12月20日であり、好評により1995年3月31日まで期間延長し
た。当初、展示品目録を4000部発行するとともに、ポスターを500枚印刷し、大学・国都
道府県・都内23区の博物館・図書館および伝統工芸関係館・交流館に配布した。詳細は、
『明大商品陳列館報』第19号を参照されたい。なおこの展覧会は、刀根武晴館長の承認を得
て、神崎彰利博物館事務長の統括のもとに、刑事博物館担当学芸員伊能秀明ならびに考古
学博物館担当学芸員黒沢浩が共同で実務を担当した。さらに、下記のような多数の指導協
力者および館務実習生が展示替作業を分担した。幸いにも本展が新聞紙上等で好評を得た
所以は、協力者・実習生の多大の尽力によることを特記して、深く感謝の意を表したい。
指　導　協　力　者
考古学博物館実習生
　跡見学園女子大学
大妻女子大学
　実践女子大学
　専修大学
　創価大学
　千葉大学
刑事博物館実習生
　大妻女子大学
千葉大学
中央大学
竹本なおみ　引田由美子
相川陽子　　追川吉生
斎藤秀昭　　鈴木さおり
出店美穂子
河村敏子
皆川由美子
島田晃江
沢井京子
永島知子
浜野理絵子
大高恵利子
石山直美
堀英樹
江原さつき
斉藤さとみ
下坂友香
橋本哲史
　　　　（商品陳列館嘱託）
大川磨希（考古学博物館嘱託）
　　　　（刑事博物館嘱託）
菅原絵美子
下郡美穂　　鈴木正代
宮川久美子　村田早苗
住沢友紀　　中篠享子
田中千恵　　佐々木咲保里
両角香織
増田潤一
橋本浩子　　磯崎福子
宮島眞貴子　亀子恵美
大内有紀江
角田広高
2．「講演の会」の開催
　学外の専門家による商品知識普及のための講演会を開催した。会場・講師・演題は、下
記のとおりである。両講師が、最新の業界情報をユーモアを交えて分かりやすく解説され、
興味深い内容であった。
　　日時・場所　1994年11月10日　明治大学駿河台校舎　11号館51番教室
　　あいさつ　　澤内隆志　商学部教授
講 演　　「眼鏡業界の価格競争の現状と今後の課題」
　　　　　株式会社サクスィード経営コンサルタント事務所
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　　　　　　　　　　　代表取締役社長　和泉行男氏
　　　　　　　　「アパレル商品流通をめぐる諸問題」
　　　　　　　　　　中小企業事業団
　　　　　　　　　　　調査・国際部国際情報課長　鷲尾紀吉氏
講演内容は、それぞれ和泉「売れているメガネの特性と価格」、鷲尾「アパレル商品流通を
めぐる諸問題」（ともに『明大商品陳列館報』第19号所収）を参照されたい。ただし今後
は、陳列館主催の講演会として位置付けを明確にし、講演と展示との相互関連性も重視し
たい。演題の設定にも親しみやすさを心がけ、たとえば「売れるメガネ・売れないメガネ」
「ファッション流通一その裏と表一」などと表現した方が、聴衆の興味を喚起できそう
である。また会場は、教室よりむしろ講堂ないし大会議場などを確保したい。
3．出　版
　『明大商品陳列館報』第19号（B5判、カラー口絵4頁、本文62頁、1000部）を発行し、
大学・国都道府県・都内23区の博物館・図書館および伝統工芸関係館・交流館に配布した。
本号から編集方針を一新し、陳列館のあらまし、過年度の活動報告、調査研究報告、既刊
の『館報』総目次等を掲載した。
4．団体見学の受け入れ
大学生・一般市民グループのほか、近隣や地方から修学旅行の中学生・高校生の団体見学
が漸増しつつあり、約40団体（ただし文書による受付分のみ）を受け入れ、希望により展
示解説を行った。
5．資料・情報の提供
　約10件の資料・情報を提供し、活動状況は、東京新聞等の新聞・雑誌で紹介された。ま
た資料の撮影・掲載の申請については、資料の保全と活用のため、刑事博物館・考古学博
物館と共通の「博物館所蔵資料等の撮影及び掲載に関する要綱」を制定し、1994年9月27
日から施行した。この要綱に基づき、学術研究を目的とする場合を除き、資料の撮影・掲
載を有料化した。
2．収集保存
1．主な新収資料
　伝統的工芸品の実態調査とともに、生産地で資料収集することを基本としており、下記
のような資料を収集した。
四日市萬古焼・茶器
伊勢型紙・突彫り
薩摩切子・小付鉢
阿多張キセル
清水焼・祥瑞水差し
清水焼・建水
織部焼・花瓶
7点セット
???
（三重県
（三重県
（鹿児島県）
（鹿児島県
（京都府
（京都府
（岐阜県
伊藤美月氏作）
南部幸雄氏作）
中村任氏作）
昭和40年代製作）
昭和40年代製作）
昭和初期製作）
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2．資料の修復
下記の資料の修復を専門機関に依頼し、資料の保全と研究・利用の推進に対応した。
　山中塗・吸物器　　（受入番号2594）　依頼先　全国伝統的工芸品センター漆器病院
　桜井漆器・短冊箱（受入番号2594）　依頼先　桜井漆店
3．資料収蔵スペースの確保
　本館の施設は、創立100周年記念大学会館の3階に位置する。大学会館は、本来的にい
わゆる事務棟であり、博物館施設として機能的に計画された建築物ではない。そのため本
館の事業には、従来から種々の制約が存した。たとえば、明治大学付属博物館の所在を明
示する屋外サイン等が設置できない、展示施設が狭隆かつ天井高が低い、資料の収蔵設備
がきわめて貧弱である、専任の学芸職員が不在である、などである。ゆえに従来の常設展
示は、長らくいわゆる収蔵展示にとどまらざるを得なかった。そこで、本学の駿河台校舎
の大規模再開発（「駿河台A地区総合施設整備推進計画」）の進行も考慮して、資料収蔵ス
ペースを確保することを決定した。そして前述の展示替作業時に、展示室内のレイアウト
変更を実施した。作業の内容は、展示面積を減少し、仮設パネルで区画した床面を資料収
蔵スペースに用途変更した（下図のような状況を98頁掲載の展示状況に変更した）。
従来の常設展示
口羅［［
口．
　　　　（館案内）
（????）
3．調査研究
1．実態調査
　下記の3教員（館長ならびに元運営委員）を生産地に派遣し、伝統工芸産業の実態調査
を委託した。その成果は、『明大商品陳列館報』第19号で報告した。
　　新潟県・加茂桐箪笥（刀根武晴）
　　三重県鈴鹿市・伊勢型紙と四日市・萬古焼（澤内隆志）
　　鹿児島県・薩摩切子（高橋昭夫）
4．学芸庶務
1．事務機構改革
　事務機構の改善が、大学改革の重要テーマとして全学的に検討され、進展している。博
物館組織の改編は、大学改革の一環として積極的に取り組むべきテーマである。博物館事
務室は、4階の刑事博物館特別閲覧室を同事務室として用途変更した。これにより「3博
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物館の共通事務を取り扱う博物館事務室」の存在、および相当量の庶務を分担している実
態を学内にアピールし、これを認知された（『1995年度教育研究に関する年度計画書及び長
期計画書』参照）。しかし、12名（専任5名、嘱託7名）の人員が、事務室・刑事博物館・
考古学博物館・商品陳列館の2フロアー4室に分散した。その結果、事務の連絡経路が煩
雑化し、かつ各業務の担当者数も相対的に減少した。
　そこで、現状を現有勢力で対応可能な組織として活性化し、集中的・効率的に業務を処
理する方策を講ずる必要が生じた。したがって、業務の処理効率を向上させるため、専任
職員がいったん1フロアーに集合して中枢的部署を形成し、ここを基点として各部署を担
当する提案が了承された。具体的には、刑事館の現事務室・資料整理室に専任職員および
若干の嘱託職員が常駐し、ここをセンターとして各専門的事項ないし機能を分担すること
とした。あわせて全博物館業務を、庶務ならびに学芸に分離・分担することとした。その
実現により諸業務は、早く・正しく・低コストで・より簡単に処理できるものと判断され
る。これは、大学の事務機構改革の流れにも合致するものである。将来、現事務室を博物
館事務室と「学芸課」（仮称）の2本立てに改組し、業務分担を明確化することも積極的に
検討すべきである。なぜなら、社会教育（生涯教育）は、多様化かつ高度化しており、学
習者のニーズに対応できる合理的な体制を整備することが急務だからである。
　上記の提案に基づき、1995年1月初め事務機構改革の一環として業務体制の変更を実施
し、これを1995年度に引き継いだ。
（付記）
1．本稿は、1995年2月2日に学長が主宰した研究機関連絡協議会への提出資料「1994年
　度商品陳列館活動報告」の各項目に加筆訂正を施したものである。活動報告の基礎資料
　の作成に、商品陳列館嘱託竹本なおみ氏・引田由美子氏の手を煩わせた。記して謝意を
　表したい。
2．1995年4月1日付で、下記の人事異動が発令された。
（1）館長の任期満了により、刀根武晴商学部教授が再任された。任期は1997年3月31日ま
　　で。
（2）神崎彰利事務長は、職位定年制により事務長職を解かれ、調査役に就任した。
（3）新事務長に、熊野正也学芸員が就任した。
（4）商品陳列館担当者として外山徹学芸員が採用され、博物館事務室に配属された。
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